
令和5年1月23日に「令和5年度の経済見通しと経
済財政運営の基本的態度」（以下「政府経済見通し」
という。）が閣議決定された。政府経済見通しは、翌
年度の経済財政運営に当たって政府がどのような基本
的態度をとるのか、及び、それを踏まえて経済はどの
ような姿になるのかを示した政府文書であり、内閣府
が作成の上、財務省の税収見積もり、延いては予算の
前提として用いられたのち、予算の国会提出と同時期
に閣議決定されることで最終的に政府見解となる。
今回の政府経済見通しでは、令和4年度の我が国経

済は、コロナ禍からの緩やかな持ち直しが続く一方
で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や世界経済
減速の影響を受け、実質で1.7％程度、名目で1.8％
程度の成長になると見込まれている。
令和5年度については、引き続き世界経済の減速は

見込まれるものの、「物価高克服・経済再生実現のた
めの総合経済対策」（令和4年10月28日閣議決定。以
下「総合経済対策」という。）の効果の発現が本格化
し、「人への投資」や成長分野における官民連携の下
での投資が促進されることから、実質で1.5％程度、
名目で2.1％程度の民需主導の成長が見込まれる。
本稿では、令和5年度政府経済見通しの具体的な内

容について紹介する。GDPの内訳項目等の詳細な見
通しについては、文末の表を参照されたい。

１．政府経済見通しの位置づけ
政府経済見通しは、政府による公式な経済予測であ

るのみでなく、今後政策的に実現を目指していく経済
の姿を示しているということができる。これは、政府
経済見通しが、足もとの経済情勢を適切に踏まえて翌

年度の経済を予測するのはもちろんのこと、我が国政
府が経済財政運営の基本的態度に基づき実行する各種
の施策による効果を織込んでいるためである。すなわ
ち、政府経済見通しは、（1）翌年度の経済財政運営
に当たって、政府がどのような基本的な態度をとるの
か、（2）そのような基本的態度に基づいて経済財政
運営を行うことによって、経済はどのような姿になる
のか、という2点について、政府の公式見解を閣議決
定により表明する。

２．令和4年度の日本経済（実績見込み）
本年の政府経済見通しによれば、我が国経済は、コ
ロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある
中、緩やかな持ち直しが続いている。その一方で、世
界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融
引締め等による世界的な景気後退懸念など、我が国経
済を取り巻く環境には厳しさが増している。
政府としては、こうした景気の下振れリスクに先手
を打ち、我が国経済を民需主導の持続的な成長経路に
乗せていくため、「物価高・円安への対応」、「構造的
な賃上げ」、「成長のための投資と改革」を重点分野と
する総合経済対策を策定した。その裏付けとなる令和
4年度第2次補正予算等を迅速かつ着実に実行し、万
全の経済財政運営を行う。
こうした下で、令和4年度の我が国経済については、
実質国内総生産（実質GDP）成長率は1.7％程度、名
目国内総生産（名目GDP）成長率は1.8％程度となる
ことが見込まれる。消費者物価（総合）については、
エネルギーや食料価格の上昇に伴い、3.0％程度の上
昇率になると見込まれる。

令和5年度 
政府経済見通しについて
内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官補佐（経済見通し担当）　古川  健
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３． 令和5年度の経済財政運営の基本
的態度

続いて、政府経済見通しにおける翌年の経済財政政
策の基本的な態度について述べる。
経済財政運営に当たっては、総合経済対策を迅速か

つ着実に実行し、物価高を克服しつつ、新しい資本主
義の旗印の下、社会課題の解決に向けた取組を成長の
エンジンへと転換し、我が国経済を民需主導で持続可
能な成長経路に乗せていく。
今後とも、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民

間投資を喚起する成長戦略を一体的に進める経済財政
運営の枠組みを堅持し、民需主導の自律的な成長とデ
フレからの脱却に向け、経済状況等を注視し、躊躇な
く機動的なマクロ経済運営を行っていく。
かかる認識の下、以下の重点分野について、計画的

で大胆な投資を官民連携の下で推進する。民主導での
成長力の強化と「構造的な賃上げ」を目指し、リスキ
リング支援も含む「人への投資」の抜本強化と成長分
野への労働移動の円滑化、地域の中小企業も含めた賃
上げ等を進める。また、科学技術・イノベーション、
スタートアップ、グリーントランスフォーメーション
（GX）、デジタルトランスフォーメーション（DX）と
いった成長分野への大胆な投資を、スタートアップ育
成5か年計画やGXロードマップ等に基づき促進する。
さらに、サプライチェーンの再構築・強靱化、企業

の国内回帰など、国内での「攻めの投資」、輸出拡大
の推進により、我が国の経済構造の強靱化を図る。半
導体を始めとする重要な物資の安定供給の確保や先端
的な重要技術の育成等による経済安全保障の推進、食
料安全保障及びエネルギー安全保障の強化を図る。
こども・若者・子育て世帯への支援等の少子化対
策・こども政策の充実を含む包摂社会の実現、機動的
で力強い新時代リアリズム外交の展開や「国家安全保
障戦略」（令和4年12月16日国家安全保障会議決定及
び閣議決定）等に基づく防衛力の抜本的強化など外
交・安全保障環境の変化への対応、地方活性化に向け
た基盤づくり、防災・減災、国土強靱化等の国民の安
全・安心の確保など「経済財政運営と改革の基本方針
2022」（令和4年6月7日閣議決定）に沿って重要政策
課題に取り組み、その成果を地方の隅々まで届ける。

新型コロナウイルス感染症対策について、ウィズコ
ロナの下、国民の命と健康を守りながら、感染拡大防
止と社会経済活動の両立を図る。
経済財政運営に当たっては、経済の再生が最優先課
題である。経済あっての財政であり、順番を間違えて
はならない。必要な政策対応に取り組み、経済をしっ
かり立て直す。そして、財政健全化に向けて取り組む。
政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、単年
度主義の弊害を是正し、国家課題に計画的に取り組む。
日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつ

つ、2％の物価安定目標を持続的・安定的に実現する
ことを期待する。

４．令和5年度の日本経済（見通し）
最後に、以上のような政策態度を掲げたのちに見込

まれる令和5年度の日本経済の姿を概説する。
令和5年度については、「3．令和5年度の経済財政

運営の基本的態度」に基づき、物価高を克服しつつ、
計画的で大胆な投資を官民連携で推進するなど新しい
資本主義の旗印の下、我が国経済を民需主導で持続可
能な成長経路に乗せるための施策を推進する。こうし
た取組を通じ、令和5年度の実質GDP成長率は1.5％
程度、名目GDP成長率は2.1％程度と民間需要がけん
引する成長が見込まれる。消費者物価（総合）につい
ては、各種政策の効果等もあり、1.7％程度の上昇率
になると見込まれる。
ただし、引き続き、海外景気の下振れが我が国の景
気を下押しするリスク、物価上昇や供給面での制約、金
融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。
具体的な項目別の計数は以下の通りである。

（１）各項目の見通し
（ア）実質国内総生産（実質GDP）
（i）民間最終消費支出
コロナ禍からの回復や各種政策の効果、雇用・所得
環境の改善が進むことにより、増加する（対前年度比
2.2％程度の増）。
（ii）民間住宅投資
総合経済対策による省エネ支援策など各種政策の効
果を通じ、増加する（対前年度比1.1％程度の増）。
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（iii）民間企業設備投資
新しい資本主義に向けた官民連携投資を始め、総合

経済対策を呼び水とした民間投資が促進され、増加す
る（対前年度比5.0％程度の増）。
（iv）政府支出
総合経済対策による政府支出はあるものの、前年度

までのコロナ対策関連経費の減少等が見込まれるた
め、前年度比では減少する（対前年度比1.9％程度の
減）。
（v）外需（財貨・サービスの純輸出）
海外経済の減速に伴い、減少する（実質GDP成長

率に対する外需の寄与度▲0.1％程度）。

（イ）実質国民総所得（実質GNI）
海外からの所得増加が見込まれることにより、実質

GDP成長率を上回る伸びとなる（対前年度比1.8％程
度の増）。

（ウ）労働・雇用
経済の回復とともに雇用環境が改善する中で、雇用

者数は増加し（対前年度比0.2％程度の増）、完全失
業率は低下する（2.4％程度）。

（エ）鉱工業生産
内需の回復に伴い、増加する（対前年度比2.3％程

度の増）。

（オ）物価
消費者物価（総合）上昇率は、エネルギー・食料価

格の上昇が見込まれるものの、総合経済対策による電
気・ガス料金、燃料油価格の抑制効果等もあって、

1.7％程度と前年度より上昇幅は縮小する。GDPデフ
レーターは国内需要の拡大とともに上昇する（対前年
度比0.6％程度の上昇）。

（カ）国際収支
輸入価格上昇の影響を背景に貿易収支の赤字は続く
ものの、海外からの所得収支がプラスを維持すること
で経常収支は黒字を維持する（経常収支対名目GDP
比1.3％程度）。

（注1）�本経済見通しに当たっては、「3．令和5年度の経済財政運営の基本的態度」に記された経済財政運営を前提としている。
（注2）�世界GDP（日本を除く。）の実質成長率、円相場及び原油輸入価格については、以下の前提を置いている。なお、これらは、作業のための想定であって、政府としての

予測あるいは見通しを示すものではない。

令和3年度
（実績） 令和4年度 令和5年度

世界GDP（日本を除く。）の
実質成長率（％） 6.4 2.1 2.3

円相場（円／ドル） 112.4 138.5 142.1
原油輸入価格（ドル／バレル） 76.3 100.4 89.1
（備考）
1．世界GDP（日本を除く。）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算出。
2．円相場は、令和4年11月1日～11月30日の期間の平均値（142.1円／ドル）で同年12月以降一定と想定。
3．原油輸入価格は、令和4年11月1日～11月30日の期間のスポット価格の平均値に運賃、保険料を付加した値（89.1ドル／バレル）で同年12月以降一定と想定。

（注3）�我が国経済は民間活動がその主体を成すものであること、また、特に国内外の感染症の動向や国際環境の変化には予見しがたい要素が多いことに鑑み、上記の諸計数は
ある程度幅を持って考えられるべきものである。

	 36 ファイナンス　2023 Feb.

特 

集

10_P34-39_YosanTokushu-経済見通し_03.indd   36 2023/02/09   9:27:17



主要経済指標
令和3年度
（実績）

令和4年度
（実績見込み）

令和5年度
（見通し）

対前年度比増減率
令和3年度 令和4年度 令和5年度

兆円
（名目）

兆円程度
（名目）

兆円程度
（名目）

％
（名目）

％
（実質）

％程度
（名目）

％程度
（実質）

％程度
（名目）

％程度
（実質）

国内総生産 550.5 560.2 571.9 2.4 2.5 1.8 1.7 2.1 1.5
　民間最終消費支出 296.2 312.9 323.0 2.7 1.5 5.6 2.8 3.2 2.2
　民間住宅 21.1 21.3 21.7 6.3 ▲1.1 0.9 ▲4.0 1.9 1.1
　民間企業設備 90.1 97.5 103.5 4.7 2.1 8.2 4.3 6.2 5.0
　民間在庫変動　（ ）内は寄与度 1.1 1.9 1.8 （0.4） （0.3） （0.1） （0.1） （▲0.0） （0.0）
　政府支出 148.7 150.7 148.2 2.9 1.3 1.3 ▲0.1 ▲1.6 ▲1.9
　　政府最終消費支出 119.0 121.3 118.6 4.5 3.4 1.9 1.0 ▲2.2 ▲2.3
　　公的固定資本形成 29.8 29.6 29.6 ▲3.3 ▲6.4 ▲0.5 ▲4.3 0.0 ▲0.5
　財貨・サービスの輸出 103.6 124.2 130.0 22.8 12.3 19.9 4.7 4.7 2.4
　（控除）財貨・サービスの輸入 110.4 148.3 156.4 30.1 7.1 34.4 6.9 5.4 2.5
　内需寄与度 3.6 1.8 4.9 2.3 2.5 1.6
　　民需寄与度 2.8 1.4 4.5 2.3 2.9 2.1
　　公需寄与度 0.8 0.4 0.4 ▲0.0 ▲0.4 ▲0.5
　外需寄与度 ▲1.2 0.8 ▲3.2 ▲0.5 ▲0.4 ▲0.1
国民所得 395.9 409.9 421.4 5.5 3.5 2.8
　雇用者報酬 289.5 295.7 304.7 2.1 2.1 3.0
　財産所得 27.4 27.6 27.8 6.6 0.6 0.8
　企業所得 79.0 86.5 88.9 19.5 9.5 2.7
国民総所得 579.8 595.0 609.9 4.1 2.2 2.6 0.6 2.5 1.8
労働・雇用 万人 万人程度 万人程度 ％ ％程度 ％程度
　労働力人口 6,897 6,915 6,920 ▲0.1 0.3 0.1
　就業者数 6,706 6,738 6,753 0.1 0.5 0.2
　雇用者数 6,013 6,056 6,067 0.2 0.7 0.2

　完全失業率 ％ ％程度 ％程度
2.8 2.5 2.4

生産 ％ ％程度 ％程度
　鉱工業生産指数・増減率 5.8 4.0 2.3
物価 ％ ％程度 ％程度
　国内企業物価指数・変化率 7.1 8.2 1.4
　消費者物価指数・変化率 0.1 3.0 1.7
　GDPデフレーター・変化率 ▲0.1 0.0 0.6
国際収支 兆円 兆円程度 兆円程度 ％ ％程度 ％程度
　貿易・サービス収支 ▲6.5 ▲23.7 ▲28.1
　　貿易収支 ▲1.6 ▲19.6 ▲23.3
　　　輸出 85.6 101.6 105.4 25.2 18.7 3.7
　　　輸入 87.2 121.4 128.7 35.0 39.2 6.1
　経常収支 20.3 8.3 7.3

　経常収支対名目GDP比 ％ ％程度 ％程度
3.7 1.5 1.3

（注1）消費者物価指数は総合である。
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（参考）　主な経済指標

【機密性 2情報】 

 

（参考）

主な経済指標

※　 民需、公需、外需の寄与度は実質成長率に対するもの。
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【機密性 2情報】 

 

※ 令和元年度と令和２年度の雇用者数の実績については、ベンチマーク人口を令和２年国勢調査基準（新基
準）に切り替えたことに伴い、　新基準のベンチマーク人口に基づいて遡及又は補正した当該年度の月次
データを平均することにより作成。
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